
○介護保険事業特別会計 - 113 -

（労働保険料納付金45、
・ 物 件 費 27,069 デジタル基盤改革支援

助成金2,310）

手数料 450
（第１号被保険者督促手
数料）

・ 人 件 費 10,141 （会計年度任用職員４人） 諸収入 2,355

1 保険料賦課徴収費 40,224 前年度比 3,825 増

2 徴 収 費 40,224 前年度比 3,825 増

・ 負 担 金 230 （静岡県国民健康保険団体連合会）

2 連合会負担金 230 前年度同額

・ 委 託 料 270 （負担限度額更新申請等事務補助）

・ 負 担 金 4,268 （職員用端末機使用ほか）

・ 物 件 費 21,004 （旅費328、需用費1,954、役務費18,316、使用料及び賃借料406）

（労働保険料納付金）
・ 人 件 費 157,680 （正規職員21人、会計年度任用職員３人）

36

そ の 他

1 総 務 管 理 費 183,452

前年度比 3,828 減

減

一 般 財 源

1 一般管理費 183,222 諸収入

（単位　千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳

362,913 △ 40,801

増 減

351,859

前年度との比較

特 定 財 源 の 内 訳
費 目 本 年 度 予 算 額 特 定 財 源

前年度比 3,828

1 総 務 費

国 （ 県 ） 支 出 金 地 方 債

11,054

3,014 （介護保険システム標準化移行支援ほか）

（旅費267、需用費2,582、役務費986、使用料及び賃借料23,234）

・ 委 託 料
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負担金 8,039

増

減 諸収入 174
（労働保険料納付金
173、その他雑入1）

82 （要介護認定調査）

1 趣旨普及費 1,541 前年度比 55

（認定審査会負担金）

増

・ 委 託 料

・ 物 件 費 1,541 （需用費）

4 趣 旨 普 及 費 1,541 前年度比 55

品購入費48）

2 介護認定調査等費 94,380 前年度比 23,692

・ 物 件 費 55,171 （旅費721、需用費1,802、役務費52,575、使用料及び賃借料25、備

・ 報 償 費 24 （認定審査会委員就任前研修謝礼）

・ 人 件 費 39,127 （会計年度任用職員13人）

・ 物 件 費 10,101 （旅費103、需用費1,564、役務費2,236、使用料及び賃借料6,198）

17,161 減

・ 人 件 費 33,191 （認定審査会委員100人ほか）

3 介 護 認 定
審 査 会 費

137,696 前年度比

1 介護認定審査会費 43,316 前年度比

（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

1 総 務 費

40,853 減
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850,116
（介護給付費交付金）

（介護給付費負担金
629,716、調整交付金

・ 要介護者が地域密着型サービスを 157,429）
利用した場合の給付費 支払基金交付金

（介護給付費負担金）

3 地域密着型介護サービス給付
費

3,148,579 前年度比 38,773 増 国庫支出金 787,145

費 （介護給付費交付金）
県支出金 13

25
（介護給付費負担金20、
調整交付金5）・ 要介護者が介護認定申請前に居宅

サービスを利用した場合等の給付 支払基金交付金 27

2 特例居宅介護サービス給付費 100 前年度同額 国庫支出金

（介護給付費負担金）
繰入金 71,472
（介護給付費準備基金
繰入金）

335,302）
支払基金交付金

1,810,605
（介護給付費交付金）
県支出金 888,850

15,311,591 前年度比

401,710 増
（介護給付費負担金
1,290,584、調整交付金・ 要介護者が居宅サービスを利用し

た場合の給付費

前年度との比較

特 定 財 源 の 内 訳

1 居宅介護サービス給付費 6,705,956 前年度比 国庫支出金 1,625,886

地 方 債 そ の 他

（単位　千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳

16,829,962 160,831 6,286,891

増 減 一 般 財 源

4,598,034 5,945,037

費 目 本 年 度 予 算 額 特 定 財 源

293,286 増

2 保 険 給 付 費

国 （ 県 ） 支 出 金

1 介護サービス
等 諸 費
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（介護給付費交付金）
県支出金 2,125

（介護給付費負担金
・ 要介護者が特定福祉用具を購入し 3,400、調整交付金850）

た場合の給付費 支払基金交付金 4,589

7 居宅介護福祉用具購入費 16,998 前年度比 1,567 増 国庫支出金 4,250

サービスを利用した場合等の給付 （介護給付費交付金）
費 県支出金 1

（介護給付費負担金）

国庫支出金 2
（介護給付費負担金）

・ 要介護者が介護認定申請前に施設 支払基金交付金 3

6 特例施設介護サービス給付費 10 前年度同額

支払基金交付金
1,260,335

（介護給付費交付金）
県支出金 816,884
（介護給付費負担金）

（介護給付費負担金
700,186、調整交付金・ 要介護者が施設サービスを利用し

た場合の給付費 233,395）

の給付費 （介護給付費負担金）

5 施設介護サービス給付費 4,667,908 前年度比 192,547 減 国庫支出金 933,581

支払基金交付金 3
・ 要介護者が介護認定申請前に地域 （介護給付費交付金）

密着型サービスを利用した場合等 県支出金 1

（介護給付費負担金）

4 特例地域密着型介護サービス
給付費

前年度同額 国庫支出金 2
（介護給付費負担金）

10

歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳
2 保 険 給 付 費

県支出金 393,572

（単位　千円）

費 目

- 116 -



- 117 -

751 減 国庫支出金 133,997
（介護給付費負担金

ビ ス 等 諸 費

1 介護予防サービス給付費 552,582 前年度比

費 （介護給付費負担金）

2 介護予防サー 718,085 前年度比 4,187 増

支払基金交付金 3
・ 要介護者が基準該当居宅介護支援 （介護給付費交付金）

サービスを利用した場合等の給付 県支出金 1

（介護給付費負担金）

10 特例居宅介護サービス計画給
付費

前年度同額 国庫支出金 2
（介護給付費負担金）

10

合の給付費 支払基金交付金
197,236

（介護給付費交付金）
県支出金 91,313

国庫支出金 182,626
（介護給付費負担金
146,101、調整交付金・ 要介護者がケアプラン作成等の居

宅介護支援サービスを利用した場 36,525）

9 居宅介護サービス計画給付費 730,503 前年度比 40,466 増

支払基金交付金 11,210
（介護給付費交付金）
県支出金 5,190
（介護給付費負担金）

国庫支出金 10,379
（介護給付費負担金
8,303、調整交付金・ 要介護者が住宅改修をした場合の

給付費 2,076）

8 居宅介護住宅改修費 41,517 前年度比 3,317 増

歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳
2 保 険 給 付 費

（介護給付費負担金）

（単位　千円）

費 目
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10

367 減 国庫支出金 2,036
（介護給付費負担金

た場合等の給付費 （介護給付費負担金）

5 介護予防福祉用具購入費 8,147 前年度比

支払基金交付金 3
・ 要支援者が介護認定申請前に地域 （介護給付費交付金）

密着型介護予防サービスを利用し 県支出金 1

（介護給付費負担金）

4 特例地域密着型介護予防サー
ビス給付費

前年度同額 国庫支出金 2
（介護給付費負担金）

ービスを利用した場合の給付費 支払基金交付金 7,721
（介護給付費交付金）
県支出金 3,575

国庫支出金 7,149
（介護給付費負担金
5,719、調整交付金

・ 要支援者が地域密着型介護予防サ 1,430）

28,5963 地域密着型介護予防サービス
給付費

前年度比 1,900 増

等の給付費 県支出金 1
（介護給付費負担金）

（介護給付費負担金）
・ 要支援者が介護認定申請前に介護 支払基金交付金 3

予防居宅サービスを利用した場合 （介護給付費交付金）

（介護給付費負担金）

2 特例介護予防サービス給付費 10 前年度同額 国庫支出金 2

支払基金交付金
149,197

（介護給付費交付金）
県支出金 73,221

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

2 保 険 給 付 費

・ 要支援者が介護予防居宅サービス

　

106,368、調整交付金
27,629）を利用した場合の給付費

（単位　千円）
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サービス等費
3 高 額 介 護 360,960 前年度比 9,023 減

費 （介護給付費負担金）

・ 要支援者が基準該当介護予防支援 （介護給付費交付金）
サービスを利用した場合等の給付 県支出金 1

国庫支出金 2
（介護給付費負担金）
支払基金交付金 3

8 特例介護予防サービス計画給
付費

10 前年度同額

・ 要支援者がケアプラン作成等の介
護予防支援サービスを利用した場 4,620）
合の給付費 支払基金交付金 24,949

（介護給付費負担金）

（介護給付費負担金
18,481、調整交付金

（介護給付費交付金）
県支出金 11,551

7 介護予防サービス計画給付費 92,405 前年度比 168 減 国庫支出金 23,101

（介護給付費負担金）

給付費 1,816）
支払基金交付金 9,808
（介護給付費交付金）
県支出金 4,541

国庫支出金 9,081
（介護給付費負担金
7,265、調整交付金・ 要支援者が住宅改修をした場合の

支払基金交付金 2,200

（介護給付費負担金）

6 介護予防住宅改修費 36,325 前年度比 3,573 増

（介護給付費交付金）
県支出金 1,018

2 保 険 給 付 費

・ 要支援者が特定介護予防福祉用具 1,629、調整交付金407）
を購入した場合の給付費

（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳
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護保険の自己負担額の合計額が負 （介護給付費交付金）

国庫支出金 100
（介護給付費負担金80、
調整交付金20）

・ 要支援者が利用した医療保険と介 支払基金交付金 108

県支出金 6,309
（介護給付費負担金）

2 高額医療合算介護予防サービ
ス費

400 前年度比 115 増

護保険の自己負担額の合計額が負 2,524）
担上限額を超えた場合の給付費 支払基金交付金 13,627

（介護給付費交付金）

12,618
（介護給付費負担金
10,094、調整交付金・ 要介護者が利用した医療保険と介

高額医療合算介護サービス費 50,470 前年度比 4,700 増 国庫支出金

4 高 額 医 療 合
算 介 護 サ ー
ビ ス 等 費

50,870 前年度比 4,815 増

1

額を超えた場合の給付費 （介護給付費交付金）
県支出金 75
（介護給付費負担金）

減 国庫支出金 150
（介護給付費負担金
120、調整交付金30）・ 要支援者が介護予防サービスを利

用した際の自己負担額が負担上限 支払基金交付金 162

県支出金 45,045
（介護給付費負担金）

2 高額介護予防サービス費 600 前年度比 220

・ 要介護者が介護サービスを利用し
た際の自己負担額が負担上限額を 18,018）
超えた場合の給付費 支払基金交付金 97,297

前年度比 8,803 減 国庫支出金 90,090
（介護給付費負担金
72,072、調整交付金

（介護給付費交付金）

2 保 険 給 付 費

1 高額介護サービス費 360,360

（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳
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費の負担限度額と基準費用額との

・
ビスを利用した場合の食費・滞在

差額に係る給付費

176
（介護給付費交付金）
県支出金 81

前に施設サービス等を利用した場

（介護給付費負担金）

合の食費・居住費等の負担限度額
と基準費用額との差額に係る給付
費

支払基金交付金要支援者が介護予防短期入所サー

等を利用した場合の食費・居住費 15,485）
等の負担限度額と基準費用額との 支払基金交付金 83,620
差額に係る給付費 （介護給付費交付金）

県支出金 52,015

減 国庫支出金 64,124
（介護給付費負担金
48,639、調整交付金・ 要介護特定入所者が施設サービス

1 特定入所者介護サービス費 309,703 前年度比 135,552

5 特 定 入 所 者
介 護 サ ー ビ
ス 等 費

310,373 前年度比 135,970 減

2 保 険 給 付 費

担上限額を超えた場合の給付費 県支出金 50
（介護給付費負担金）

（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

（介護給付費負担金）

国庫支出金 1633 前年度比 418 減650

2

特定入所者介護予防サービス
費 （介護給付費負担金

130、調整交付金33）

2
（介護給付費負担金）
支払基金交付金 3
（介護給付費交付金）
県支出金 1

特例特定入所者介護サービス
費

10

要介護特定入所者が介護認定申請

国庫支出金

（介護給付費負担金）

前年度同額

・
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・ 住宅改修特別給付費 20,527

ス費
44,190

費

・

・ 生活援助見守り型訪問介護サ 200
ービス費

（保険者機能強化推進
・ 生活援助見守り型配食サービ 交付金）

1 市特別給付費 64,917 前年度比 2,422 増 国庫支出金 1

（介護給付費負担金）

7 市特別給付費 64,917 前年度比 2,422

支払う審査支払手数料 支払基金交付金 3,555
（介護給付費交付金）
県支出金 1,646

3,291
（介護給付費負担金
2,633、調整交付金658）・ 静岡県国民健康保険団体連合会に

増

1 審査支払手数料 13,166 前年度比 1,114 増 国庫支出金

6 そ の 他 諸 費 13,166 前年度比

予防短期入所サービスを利用した 県支出金

1,114 増

1
場合の食費・滞在費の負担限度額 （介護給付費負担金）
と基準費用額との差額に係る給付

支払基金交付金 3
要支援者が介護認定申請前に介護 （介護給付費交付金）

4 特例特定入所者介護予防サー
ビス費

10 前年度同額 国庫支出金 2
（介護給付費負担金）

（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

2 保 険 給 付 費
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（労働保険料納付金）

・ 社会保障充実分事業費 31,055 （在宅医療・介護連携推進事業、生活支援体制整備事業、認知症
初期集中支援推進事業、認知症地域支援・ケア向上事業、認知
症サポーター活動促進・地域づくり推進事業、地域ケア会議推進
事業）

県支出金 63,468
（包括任意交付金）

・ 地域包括支援センター運営協
議会事務費

392 （協議会運営） 諸収入 12

121

・ 地域包括支援センター事業費 300,968 （11か所）

増 国庫支出金 126,936
（包括任意交付金）

1 包括的支援事業費 332,415 前年度比
事 業 費

諸収入

増
事 業 ・ 任 意

（介護予防生活支援交
付金）

11
（労働保険料納付金）

2 包 括 的 支 援 429,615 前年度比 9,224

県支出金 72,444・ その他諸費 1,650 （審査支払手数料）

・ 一般介護予防事業費 23,774 156,480
（地域支援交付金）

支払基金交付金

・ 介護予防・生活支援サービス 554,144 （第１号訪問事業、第１号通所事業ほか） 115,911、保険者努力支
事業費 援交付金1）

7,285 減 国庫支出金 144,889
（調整交付金28,977、介
護予防生活支援交付金

常 生 活 支 援
総 合 事 業 費

1 介護予防・日常生活支援総合
事業費

1 介護予防・日 579,568 前年度比 7,285 減

3 地 域 支 援
事 業 費 1,009,392 1,938 427,000

費 目 本 年 度 予 算 額 特 定 財 源
増 減 一 般 財 源

特 定 財 源 の 内 訳
国 （ 県 ） 支 出 金 地 方 債 そ の 他

（フレイル対策事業、認知症予防教室、高齢者向け体操教室ほか）

（単位　千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳
前年度との比較

175,387 407,005

579,568 前年度比
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・ 市単独地域支援事業費 209 （高齢者一時保護）

1 市単独地域支援事業費 209 前年度比 1 減

3 市 単 独 地 域
支 援 事 業 費

209 前年度比 1 減

（地域支援事業利用者
負担金）・ 地域自立生活支援等事業費 32,656 （配食サービス、介護相談員派遣、成年後見制度利用支援ほか）

（包括任意交付金）
・ 介護給付等費用適正化事業費 5,022 （ケアプラン適正化点検事業、介護給付費通知ほか） 諸収入 18,884

国庫支出金 12,842
（包括任意交付金）

・ 家族介護支援事業費 59,522 （家族介護用品支給、認知症高齢者見守り事業ほか） 県支出金 6,421

2 任意事業費 97,200 前年度比 9,103 増

（単位　千円）

費 目

歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳
3 地 域 支 援

事 業 費
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め県が設置する基金への拠出金

1 財政安定化基金拠出金 1 前年度同額

・ 市町の保険財政の安定化を図るた

1

1 財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

1 前年度同額

4 財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金 1 0

増 減 一 般 財 源
特 定 財 源 の 内 訳

国 （ 県 ） 支 出 金 地 方 債 そ の 他

（単位　千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳
前年度との比較

費 目 本 年 度 予 算 額 特 定 財 源
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（利子及び配当金）
財産収入 705

・ 介護給付費準備基金から生ずる収
益の積立金ほか

5 基 金 積 立 金

1 介護給付費準備基金積立金 720 前年度比 32 増

1 基 金 積 立 金 720 前年度比 32 増

（単位　千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳

720 32

増 減 一 般 財 源

705 15

前年度との比較
費 目 本 年 度 予 算 額 特 定 財 源

特 定 財 源 の 内 訳
国 （ 県 ） 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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1 一般会計繰出金 1 前年度同額

前年度同額

・ 保険料還付に係る加算金

2 一 般 会 計
繰 出 金

1 前年度同額

1 第１号被保険者保険料還付金

・ 国庫支出金等過年度分返還金

3 第１号被保険者還付加算金 10

・ 過年度分に係る保険料還付金

2

前年度との比較

特 定 財 源 の 内 訳

7,000 前年度比

地 方 債 そ の 他

7,011 前年度比

1,000 増

償還金 1 前年度同額

（単位　千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳

7,012 1,000

増 減 一 般 財 源

7,012

費 目 本 年 度 予 算 額 特 定 財 源

1,000 増

6 諸 支 出 金

国 （ 県 ） 支 出 金

1 償 還 金 及 び
還 付 加 算 金
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